
【新】【創】【地】
1

[080102]

山岳高原観光課 H31予算

2 ユニバーサルツーリズム
推進事業費
[080301]

観光誘客課 H31予算

3 「温泉地　Re・デザイン」
事業費
[080301]

観光誘客課 H31予算

4 MICE誘致基盤強化事業費
[080303]

観光誘客課 H31予算

*温泉地 Ｒｅ・デザイン研究会分科会の設置：4地域（2019年度）

1,959 H30当初

長野県の強みである山岳高原観光地において、誰もが安心して旅を楽しんで
いただけるよう、ユニバーサルな観光地域づくりを進めます。

　　　１　ユニバーサルツーリズム推進会議の開催
　　　２　モデルコースの設定
　　　３　着座型スキー、アウトドア用車いすの導入支援
　　　　　・事業主体　市町村、事業者等
           ・補助率　 　1/2
【新】４　ユニバーサルツーリズムの戦略的な情報発信と商品造成支援

*モデルコース設定：4コース（2019年度）
（一部 地方創生推進交付金活用事業）

H30当初

963

県内温泉地への誘客を促進するため、旅行者ニーズの変化等を踏まえた新た
な視点や発想で、観光客の滞在のカタチを温泉地自らが検討・実行する取組を
支援し、本県温泉地の新たな魅力を創出します。

　　　・「温泉地　Re・デザイン研究会」の開催
【新】・「ONSEN・ガストロノミーツーリズム」等をテーマにしたシンポジウムの開催
【新】・モニターツアーの実施

7,809 H30当初 3,806

大きな経済効果、発信効果が見込まれるMICEの誘致に向け、新たに国際会議
等の県内での開催を支援するなど、誘致促進に取り組みます。

　 　　・MICE誘致推進員の設置
   　　・MICE誘致に向けた情報発信
【新】 ・県内での国際会議等の開催経費を助成

*国際会議等の開催：10件（2019年度）

H30当初

◎ 観光ブランドの創造

「Japan Alps Cycling（ジャパ
ン アルプス サイクリング）」
ブランド構築事業費

0

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

アルプスの雄大な景観や、歴史・文化など豊富な観光資源を活かし、本県を
「サイクルツーリズムの聖地」として確立するため、サイクルツーリズムを推進する
方々とともに、イベントやお勧めコースを紹介する専用ウェブサイトを構築しま
す。

       ・「長野県サイクルツーリズム推進協議会（仮称）」の設立
       ・サイクルツーリズムの専用ウェブサイトの構築・運営支援

　　*延べ宿泊者数：2,075万人(2019年)
　　*外国人延べ宿泊者数：200万人(2019年)
　　*観光消費額：7,618億円( 2019年)

（地方創生推進交付金活用事業）
6,098

9,664 4,545

事　業　名
［事業改善シート番号］

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

観光部
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

5 観光情報の戦略的発信
強化事業費
[080304]

観光誘客課 H31予算

6 観光業就業促進・生産性
向上対策事業費
[080302]

観光誘客課 H31予算

7 DMO構築事業費
[080101]

山岳高原観光課 H31予算

8 インバウンド戦略推進事業費
[080401]

観光誘客課国際観光推進室 H31予算

県観光機構に設置した「ＤＭＯ形成支援センター」を通じ、広域型ＤＭＯの
形成、人材の育成・確保などの支援を行うことにより、観光地域づくりを担う県内
の経営体づくりを進めます。

　　　・観光地経営人材の育成支援
【新】・地域ＤＭＯ、観光関係団体、市町村等も利用可能なアンケート調査集計
        分析システムの構築
　　　・広域的な観光地域づくりを推進するためのシンポジウム等の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
　
　　*延べ宿泊者数：2,075万人(2019年)
　　*外国人延べ宿泊者数：200万人(2019年)
　　*観光消費額：7,618億円(2019年)

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

114,334 H30当初 112,736

インバウンド誘致を推進するため、外国人が興味を抱く多様な旅行商品の造成
やキャッシュレス化などの受入環境整備を促進するとともに、マーケティングを
踏まえた国別戦略に基づくプロモーション活動を実施します。

【新】・外国人旅行者の長期滞在を促すNAGANOベスト1,000旅行商品造成
【新】・長野県内周遊フリーパス「Nagano Pass（仮称）」の造成
【新】・キャッシュレス環境の充実など受入環境整備の促進
　　　・国別戦略に基づくプロモーション活動の実施　　　　等

*外国人延べ宿泊者数：200万人(2019年)
（一部 地方創生推進交付金活用事業）

52,842 H30当初 54,670

（地方創生推進交付金活用事業）

緊急に対応すべき即効性のある人手不足対策、労働生産性を上げて「稼ぐ」
観光地域づくりを担う人材育成策を両輪として推進し、観光業の就業促進・生
産性向上を図ります。

【創】・観光業における外国人材の採用支援
【創】・観光業の未来を拓くキャリアビジョンの情報発信
【新】・つながり人口を活用した観光地域プロデューサーの発掘・養成
【新】・「観光業就業促進・生産性向上協議会」の設置
　　  ・観光業インターンシップの推進
　　  ・観光地域づくり寄付講座の開設　　　　等

*宿泊業、サービス業就業者数：76,450人（2022年）

17,084 H30当初 5,549

[H30.9補正] [3,240]

３つのサイトに分散している県の公式観光サイトを統合して、観光コンテンツを
充実するとともに、AIを駆使した最新のデジタルテクノロジーを活用し、顧客の
嗜好に応じたデータ分析を行い誘客を促進するウェブサイトを新たに構築し、
観光情報の発信を強化します。

*サイトへの訪問数（ｾｯｼｮﾝ数）：3,359,353（2017年度）→5,039,000以上（2019年度）

34,866 H30当初 0

◎ インバウンド総合戦略の推進

◎ 観光地域の基盤づくり
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

9 外国人にもわかりやすい案内
標識整備促進事業費
[080101]

山岳高原観光課 H31予算

【新】【創】
10 営業本部設置事業費

[080201]

山岳高原観光課信州ブランド推進室 H31予算

*外国人チームによるモニター調査箇所数：4地域（2019年度）
*H30モデル地域における標識整備補助：4地域（2019年度）

長野県営業本部を設置して、農林水産物及び同加工品、伝統工芸品等の県外
販路の開拓・拡大に向けた営業活動、情報発信等を実施し、生産から販売まで
一貫した本県のマーケティング支援体制を構築します。
 
      ・市場や消費者の動向等を踏まえた戦略に基づく販路開拓
      ・マッチングサイト等を活用した県外需要者とのマッチング支援
      ・重点品目を中心としたブランディングから売込みまでの事業者支援
      ・県外・海外市場の反応の産地等への適切なフィードバック
      ・営業活動と連動したメディア・インターネットなどでのプロモーション

*営業本部の活動による取引成約額：5億円(2019年度)
*営業本部が開拓する新規販路件数：500件（2019年度）

90,221 H30当初 0

◎ 一貫したマーケティング支援体制の構築

44,450 H30当初 0
[H30.9補正] [2,974]

世界級リゾートと呼ぶにふさわしい受入環境の形成に向けて、外国人観光客の
視点に立った案内標識の整備を促進します。

【創】１　外国人チームによるモニター調査の実施
【創】２　モデル地域における案内標識整備計画策定に係る支援
【創】３　外国人にもわかりやすい案内標識の整備補助
　　　　　・事業主体　市町村、事業者等
           ・補助率　 　1/2 、1/3
　　　４　事例集の作成
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【創】
1 スマート農業導入加速化

事業費
[090301][090304][090306][090401]

[090406]

農業技術課
園芸畜産課 H31予算

2 農業大学校運営事業費
[090305]

*スマート農業講義・実習の新設：0（2018年度）→講義1・実習1（2019年度）

農業技術課 H31予算

3

[090202]

農業政策課農産物マーケティング室 H31予算 1,000

信州･食の“地消地産”推進
事業費

◎ スマート農業の普及促進

◎ 消費者とつながる信州の「食」の推進

（一部 ふるさと農村活性化基金活用事業）

3,412

*売上高1億円以上の農産物直売所の売上総額：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　163億円(2017年度)→170億円(2019年度)
*学校給食における県産食材利用割合：45.9%(2017年度)→47.0%(2019年度)

H30当初

農政部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

食の地消地産を推進するため、県内の給食事業者、宿泊・飲食事業者等が活
用する食材の信州産への「置き換え」や、供給拠点である農産物直売所の機
能強化などにより、信州産食材の利用拡大を図ります。

【新】【地】・農産物直売所からホテル･旅館等へ食材を供給するための物流
　　　　　　　試験の実施
【新】　　　・農産物直売所間の相互供給体制の構築と経営管理の向上等を
　　　　　　　目的とした研修会の開催
　　　　　　・学校給食等での県産農産物利用拡大に向けた食材活用技術講習
　　　　　　　及び啓発活動の実施

農業大学校改革を着実に進め、日本一の農業大学校を目指し、ＡＩ、ＩＣＴ、ロ
ボット技術等のスマート農業に関する講義・実習の充実強化を図ります。

【新】・ドローンを使った生育診断など先端技術の実習の実施

73,487 H30当初 70,485

ＡＩ、ＩＣＴ、ロボット技術等を活用したスマート農業の生産現場への実装を加速
させるため、農業機械メーカー等との連携により、県内の農業経営体への先端
農業技術の導入を支援するとともに、農業改良普及センターにタブレット端末
を導入し、先端技術に係る相談・指導体制を整備します。

【新】【地】・民間企業と連携し農業経営体へ先端機器の「お試し導入」を実施
             ・ドローンによる病害虫防除の実演会を開催
【新】       ・農業改良普及センターにタブレット端末を導入し、ＪＡと連携した
               先端技術に係る相談・指導体制を強化

*スマート農業技術の導入：80経営体(2019年度)
（地方創生推進交付金活用事業）

27,125 H30当初 4,122

事　業　名
［事業改善シート番号］

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

4 県産農産物食品産業利用
拡大推進事業費
[090202]

農業政策課農産物マーケティング室 H31予算

5 「おいしい信州ふーど」の
魅力発信事業費
[09020１]

農業政策課農産物マーケティング室 H31予算

6 「長寿世界一 ＮＡＧＡＮＯ
の食」輸出拡大事業費
[09020１]

農業政策課農産物マーケティング室 H31予算

7 信州花き新需要創出事業費
[090403]

園芸畜産課 H31予算

5,294 H30当初 894

*「おいしい信州ふーど」SHOP新規加盟店数：50店(2019年度)

　（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

*農業関連産出額のうち農産加工出荷額：98億円(2017年度)→145億円(2022年度)

◎ 農産物の輸出拡大

11,763 H30当初 20,387

*農産物の輸出額：10億4千万円（2017年)→20億円（2022年）

地域内経済循環を促進するため、産地と食品企業をつなぐコーディネーター
を配置し、県内食品製造業による県産農産物の利用拡大を図ります。

【新】・食品製造業における県産農産物の利活用を進めるコーディネーターを
　　　　配置

花きの需要拡大と生産振興を図るため、海外バイヤーへのプロモーション活動
の強化や花のある暮らしの創造に向けた情報発信を行います。

　　　・「国際フラワーフォーラム2019」を開催し花のある暮らしを広く提案
【新】・北京国際園芸博覧会やSNS等を通した県産花きの情報発信を実施
【新】・若年層に向けた花育講座の開催や花取扱店の販売力強化を支援

*花き輸出額：4,698万円（2017年）→5,500万円（2019年）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

7,570 H30当初 4,652

「おいしい信州ふーど」の県内外への魅力発信と、県産農畜水産物の新たな
需要創出のため、生産者・消費者・事業者等みんなで魅力発信に取り組む
県民運動を展開するとともに、「プレミアム」「オリジナル」「ヘリテイジ」による
ブランド力の強化、県産農畜水産物の販路開拓を推進します。

　    ・県内高校生による県産農産物を活用した朝食メニューの作成、
　　　 宿泊業者等への提案
    　・信州プレミアム牛肉の認知度向上とブランド化推進
　    ・大都市における「おいしい信州ふーど」発掘商談会の開催

11,678 H30当初 8,764

県産農産物等の継続的で安定した商業ベースでの輸出拡大を図るため、
輸出向け産地を育成するとともに、長野県農産物等輸出事業者協議会が行う
輸出拡大に向けた取組への支援を強化します。

【新】･輸出向け産地づくりの支援（海外マーケット調査の実施等）
【新】･商品力強化（専用パッケージ・ロゴマークの検討等）
　　　･県産農産物を使用した海外での料理教室の開催
　　　･輸出支援員の配置(香港２名、シンガポール１名)
　　　･有望バイヤーの招へいと重点品目の販売促進（台湾、タイ、マレーシア）
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

8

[090601]

農村振興課 H31予算

【新】
9

[090601]

農村振興課 H31予算

10

[090601]

*農作業死亡事故件数（過去10年間平均）：12件(2017年度)→12件未満(2019年度)

農村振興課 H31予算

11 信州園芸産地生産力強化
事業費
[090401]

園芸畜産課 H31予算

長野県農業の多様な生産力を強化するため、高品質で付加価値の高い園芸
作物等の生産・供給体制の確立を支援します。

【新】・リンゴ黒星病対策として植え替えに必要な県オリジナル品種等の県内
　　　　産種苗の導入を支援
　　　・革新的新技術の普及に対応した生産施設・機械等の導入を支援
　　　・品質向上、契約販売を推進するための集出荷施設等の整備を支援

*果樹戦略品種等の栽培面積：2,019ha（2017年）→2,826ha（2022年）

1,852

農作業セーフティアップ
事業費

農作業事故の発生を防止するため、安全指導を強化するとともに、農業機械
の安全レベルを向上し、事故リスクの軽減を図ります。

【新】・農作業アドバイザーによる身体機能の確認や農業機械操作体験会の
　　　　開催
【新】・農業機械士による高齢農業者に対する安全操作の指導
【新】・事故分析に基づく農業機械別安全チェックリストの作成
　　　・街頭における農作業安全運動の強化

2,209 H30当初 100

1,178,705 H30当初 1,248,000

H30当初

農業労働力の安定確保支
援事業費

農業分野における労働力不足を解消するため、働き方改革及び労働力の
確保を一体的に推進する体制整備を支援するとともに、関係機関と連携し、
障がい者、高齢者及び子育て世代など多様な人材の農業就労に向けた取組
を促進します。

　　  ・ＪＡグループと連携した雇用労働力確保支援体制の構築
　　  ・福祉事業所職員を対象にした農業指導技術習得研修会の開催
　　  ・ハローワークやシルバー人材センターとの連携による相談会の開催

*中核的経営体数：9,372経営体(2017年度)→9,400経営体(2019年度)

681 H30当初 0

2,702

◎ 次代の農業を支える担い手の育成・確保

◎ 農業の収益性の向上

農業の未来の担い手支援
事業費

高校生を中心とした若年層に職業としての農業を理解してもらうため、教育委
員会や農業関係団体と連携して農業版キャリア教育を実施し、将来の就農に
つなげます。

【新】・農業法人の見学会、ワークショップ及びインターンシップの実施
　　　・就農に向けたガイドブックや動画を活用した出前講座
　　　・農業・教育関係者との連携推進会議の開催

*新規就農者数（45歳未満）：211人(2017年度)→250人(2019年度)
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

12 信州果実で稼ぐ力強化
事業費
[090402]

園芸畜産課 H31予算

13

[090404]

園芸畜産課 H31予算

14 信州の畜産生産力強化
事業費
[090406]

園芸畜産課 H31予算

【新】
15 信州プレミアム牛肉生産

流通強化事業費
[090406]

園芸畜産課 H31予算

5,119

5,368

畜産の収益力の向上や高品質な県産畜産物の供給拡大を図るため、生産基
盤の強化や生産性向上等の取組を推進します。

【新】・畜産振興協議会を設立し、プロジェクト活動等を実施
　　　・中核的な畜産経営体の畜舎や省力化機械等の施設整備を支援
　　  ・優良遺伝資源を活用した体外受精卵の生産・供給と、繁殖障害牛等の
        受胎率向上を支援
　　　・母豚の繁殖性向上や子豚の事故率低減と、多産系種豚及び飼育管理
        システムの導入を推進

首都圏での信州プレミアム牛肉の流通拡大を図るため、高品質な牛づくりと
増産体制を構築するとともに、生産者の出荷意欲の高揚を図ります。

      ・首都圏での信州プレミアム牛肉の認知度向上のため、県が先導的
        に畜産試験場の肥育牛を出荷
      ・優良受精卵の生産・供給等による増産体制の構築

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

*東京食肉市場への出荷頭数：4頭(2016年度)→120頭(2021年度)
*信州プレミアム牛肉認定頭数：3,477頭(2016年度)→3,800頭(2022年度)

H30当初 396,654328,404

*体外受精卵移植技術（IVF）卵の生産・供給：0卵(2017年度)→100卵(2019年度)

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

信州伝統野菜継承・産地
育成事業費

地域振興と地域固有品種の継承を図るため、種子の保存体制の構築、中山
間地域での産地形成、販路開拓を推進します。

【新】・種子の安定的保存及び栽培技術の継承
【新】・アドバイザー派遣による生産及び販路拡大の一体的支援
【新】・栄養機能分析等を活用した新たな需要の開拓
　　　・伝承地栽培認定と食文化の伝承

*信州伝統野菜の対前年栽培面積増加数：8品目(2019年度)

（一部 ふるさと農村活性化基金活用事業）

9,963 H30当初 0

H30当初 646

1,843 H30当初

果樹の「強み」を伸ばし「稼ぐ力」を強化するため、県オリジナル品種のＰＲ強
化、収量が高いりんご高密植栽培に必要な苗木増産等の取組を支援します。

　　　・県オリジナル新品種（りんご「シナノリップ」、ぶどう「クイーンルージュ」
　　　　等）の宣伝会等を開催
【新】・りんごフェザー苗木、ワイン用ぶどう苗木の増産を推進

*りんごフェザー苗木供給：200,000本/年（2025年度）
*ワイン用ぶどう苗木供給：130,000本/年（2022年度）

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

【創】
16 農ある暮らし応援事業費

[090601]

*講座を受講した農ある暮らし実践者：100人(2019年度)

農村振興課 H31予算

17

[090601]

*女性新規就農者数（45歳未満）：29人(2017年度)→31人(2019年度)

農村振興課 H31予算

18 農業資産等観光活用推進
事業費
[090408][090503]

農地整備課
園芸畜産課 H31予算

19 農業農村整備補助公共
事業費
[090503][090504]

※防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成30年12月14日閣議決定）に基づく事業

農地整備課 H31予算
[債務負担行為額]

区　　分 予　　算　　額

農業水利施設の長寿命化、担い手への農地集積や所得向上につながる農地
の整備、ため池の耐震化や湛水防除のための排水ポンプの更新などの防災・
減災対策等（緊急対策分※を含む）に取り組みます。

信州の疏水・ため池などの「農業資産」や「釣り」の魅力を観光資源として活用
し、農村地域の活性化を図ります。

　　　・ＰＲリーフレットや画像等を作成し「農業資産」の魅力を県内外に発信
【地】・棚田の持続的な管理・運営体制の構築（信州棚田ネットワークの推進）
　　　・釣りを核とした地域振興の企画立案の助言・指導

*新たに観光資源として環境整備された疏水等の箇所数：5か所（2019年度）

*釣りによる地域振興を図る取組への新規指導箇所数：1か所（2019年度）

10,898 H30当初 1,303

農業未経験者が農ある暮らしを学び、体験・実践する場の提供とスタートアッ
プを支援し、多様な人材を農業・農村に呼び込み、活性化を図ります。

【新】・ガイドブックや動画などスタートアップツールの作成による情報発信
【新】・定年帰農講座及び出前講座の開催
【新】・農ある暮らし相談センターの設置及びアドバイザーの派遣

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

◎ 農業基盤整備と防災・減災対策

（一部 ふるさと農村活性化基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

 生 産 基 盤

 農 地 防 災
262,500千円

6,035,597千円

3,382,573千円
うち緊急対策分

うち緊急対策分

[7,921,700]

ＮＡＧＡＮＯ農業女子ステッ
プアップ支援事業費

農業女子による信州農業の魅力発信や若い世代の就農・移住促進に向けた
取組を推進します。

【新】・農業女子が都市部の若い世代に信州農業をＰＲするトーク＆カフェの
　　　　開催
　　　・県内外の農業女子・男子との交流イベント等の開催
　　　・農業女子によるマルシェ活動の支援やスキルアップセミナーの開催

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

 農 村 整 備 3,301,373千円

12,719,543 H30当初 11,081,621

924,627千円

うち緊急対策分 1,187,127千円

3,698 H30当初 2,927

5,702 H30当初 2,674

12,719,543千円計

◎ 農業農村の活性化
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

20 農業農村整備県単独公共
事業費
[090503][090504]

農地整備課 H31予算

21 直轄事業負担金

農地整備課 H31予算

計

生産基盤
区　　分

71,477千円
予　　算　　額

土地改良区等が行う小規模な水路の補修・改修に対する補助や、緊急的に
行う山腹水路の補修、地すべり防止施設の補修等を行います。

生 産 基 盤

223,173千円

234,168千円
305,645千円

305,645 H30当初 305,645

223,173 H30当初 442,322

区　　分

農 地 防 災

国が進める伊那西部地区や竜西地区における農業水利施設の補修・更新に
ついて、地元自治体として負担金を支出します。

予　　算　　額
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【新】
1

[100104]

森林政策課 H31予算

【地】
2

[100201]

信州の木活用課 H31予算

【新】
3

[100202]

信州の木活用課 H31予算

4

[100202]

信州の木活用課 H31予算

長野県林業大学校グレード
アップ推進事業費

持続的な林業経営の確立
支援事業費

スマート林業構築普及
事業費

◎ 林業の生産性向上

林務部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

林業成長産業化と適正な森林の管理を目的とした「新たな森林管理システム」
に対応するため、市町村の広域的な体制づくりを支援するとともに、森林調査
等の業務を効率化し、円滑なシステムの導入を図ります。

　     ・市町村の広域連携体制の構築を支援
　     ・リモートセンシング技術を活用した境界明確化手法の確立

*流域又は地域振興局単位での市町村支援のための広域的な体制整備（2020年度）

（森林経営管理基金活用事業）

61,893 H30当初 0

◎ 次代の林業を担う組織・人づくり

事　業　名
［事業改善シート番号］

林業大学校の機能強化のあり方について庁内検討を進め、学校形態、施設
等について、目指すべき方向性を検討します。

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

森林経営管理体制支援
事業費

1,026 H30当初 1,028

森林施業の効率化、省力化や需要に応じた木材生産等を可能にする「スマー
ト林業」を実現するため、広葉樹林の森林資源の分析等、ＩＣＴの利活用による
先進的な取組を推進します。

【拡】 ・ICT技術により広葉樹の植生区域を特定し、広葉樹マップを作成
　　　 ・ICT技術を活用して森林施業の効率化を図る人材を育成

*森林調査・計画に必要な労務の2割縮減　(2020年度)

（森林経営管理基金活用事業）

18,135 H30当初 15,830

林業成長産業化と適正な森林の管理を目的とした「新たな森林管理システム」
が始まることに合わせ、新たな森林整備に対応できる林業事業体を育成する
ため、経営改善や安全確保等に向けた支援を行います。

*新たな森林管理システムに対応できる林業事業体18者(2023年度)
（森林経営管理基金活用事業）

7,453 H30当初 0
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

5

[100104]

森林政策課 H31予算

6

[100404]

森林づくり推進課 H31予算

【地】
7

[100101]

森林政策課 H31予算

8

[100502]

H31予算

国際林業技術交流ネクスト
ステージプロジェクト事業費

林業再生や自立的・持続的な森林管理の実現を図るため、林業等に関する先
進的な取組を行っているフィンランド及びオーストリアと人材育成や技術協力
等の連携を進めます。

*林業就業者一人当たりの木材生産額：477万円/人（2015年）→671万円/人（2021年）

4,526 H30当初 4,526

*地域の景観に合致した間伐等実施面積：113ha(2022年度)

林業種苗生産拡大対策
事業費

信州ジビエ総合振興対策
事業費

森林づくり推進課鳥獣対策・ジビエ振興室

◎ 森林の魅力向上

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

観光地等魅力向上森林
景観整備事業補助金

林業用優良種苗の安定供給と、伐採から植栽までの造林経費の低コスト化を
進めるため、採種園の造成、種苗生産基盤の整備、一貫作業システムの普及
啓発を実施します。
　
　 ・林業種苗法に基づき指定された優良な母樹からの種子採取
　 ・スギミニチュア採種園の造成
　 ・カラマツ採種園の整備・造成
　 ・林業用苗木の生産基盤整備の支援
　 ・低コスト造林一貫作業システムの普及啓発

　

*林業用苗木供給量：69万本(2016年度）→105万本(2019年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

18,124 H30当初

豊かな森林資源を活かした観光地の魅力向上を図るため、地域の景観に
合致した森林整備等を推進します。

　 ・事業主体　市町村
　 ・補助率　　  9/10

19,324

捕獲した個体を有効活用し、信州ジビエの需要増加や安定的な市場流通を
促進するため、捕獲からジビエ生産・流通・消費につながる体制の強化を図り
ます。

　・食肉処理施設へのジビエ生産設備等の導入支援
　・ジビエの需給動向や販路開拓に関する情報収集

*県内の鹿肉生産・出荷量：26トン（2016年度）→32トン（2021年度）

21,726 H30当初 14,188

（森林づくり県民税基金活用事業）

35,000 H30当初 7,605
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

9

[100101]

森林政策課 H31予算

10 森林づくり推進支援金
[100101]

森林政策課 H31予算

11

[100301]

信州の木活用課県産材利用推進室 H31予算

12

[100302]

信州の木活用課県産材利用推進室 H31予算

*里山整備利用地域の認定数：150地域(2022年度)

県産材活用加速化推進
事業費

木材産業成長産業化促進
対策事業補助金

◎ 県産材の利活用の促進

里山整備利用地域活動
推進事業補助金

自立的・持続的な森林管理の構築を図るため、長野県ふるさとの森林づくり条
例に基づく「里山整備利用地域」における、地域住民による里山整備利用推
進協議会の立ち上げ及び活動を支援します。

　 ・事業主体　里山整備利用推進協議会
　 ・補助率　　  10/10

383,394 H30当初 216,060

県産材利用を促進し、木材産業等の競争力の強化を図るため、県産材の製
材・加工・流通及び木質バイオマスの加工・利用施設等の整備を支援します。
　
　 ・事業主体　市町村、民間事業者
　 ・補助率　　　1/2ほか

*素材生産量：541千㎥(2017年)→800千㎥(2022年)

地域の特徴を活かした木材資源の循環利用の仕組みを構築するため、県産
材の活用拡大に向けた取組を進めます。
　
　１　信州プレミアムカラマツ製材品の販路拡大

　２　オリンピック・パラリンピック選手村ビレッジプラザへの森林認証材提供等
      への支援
 　　 ・事業主体　市町村
 　　 ・補助率　　  1/2

*素材生産量：541千㎥(2017年)→800千㎥(2022年)

（ふるさと信州寄附金基金活用事業）

3,590 H30当初 2,893

90,000 H30当初 90,000

18,050 H30当初 9,800

*地域固有の課題解決に係る取組：県内全77市町村(2019年度)

（森林づくり県民税基金活用事業）

（森林づくり県民税基金活用事業）

地域固有の課題の解決のため、市町村が行う、きめ細かな森林づくり等の取
組を支援します。

　 ・事業主体　市町村
　 ・補助率      定額
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

13

[100301]

信州の木活用課県産材利用推進室 H31予算

14

[100403]

森林づくり推進課 H31予算

【地】
15

[100403]

森林づくり推進課 H31予算

16

[100401]

森林づくり推進課 H31予算

木質バイオマス循環利用
普及促進事業補助金

松くい虫対策の見える化
管理事業費

松くい虫枯損木利活用事業
補助金

森林の強靱化に向けた事
前防災対策推進事業費

◎ 森林病害虫対策の推進

◎ 防災・減災対策の加速化

山地災害による被害を防止・軽減するため、航空レーザ測量データ及び人工
衛星の情報を活用して県内山間地の危険箇所の抽出を行うとともに、危険地
情報を集約した防災カルテを作成し、事前防災計画に活用します。

　・山地災害危険箇所の優先度判定調査の実施
　・表層崩壊危険度調査の実施
　・山地地盤変動モニタリング調査の実施

*治山事業により保全される集落数：40集落(2019年度)
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

60,700 H30当初 20,700

エネルギーの地消地産を推進し、環境貢献度の高い暮らしの実現と地域林業
の活性化を図るため、県内産木質バイオマスの循環利用を普及促進します。
　
　１　木質バイオマスの循環利用に向けた普及啓発

　２　個人向けペレットストーブ等の導入支援を通じた県内産ペレットの消費
　　　拡大
　　　・事業主体  市町村
　　　・補助率      3/4

*素材生産量：541千㎥(2017年)→800千㎥(2022年)
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

8,000 H30当初 7,500

2,231 H30当初 2,965

松くい虫被害の効果的な予防・駆除を進めるため、人工衛星の画像データを
活用し、被害拡大の経過把握や今後の拡大ルートの予測等の対策を推進しま
す。

*対策対象松林の被害発生面積：2013年度被害面積の70%以下（2019年度）

山林に放置され、利用されていない松くい虫枯損木を伐倒し、有効活用する
ため、地域が主体となり、松くい虫枯損木を木質バイオマス発電の燃料（チッ
プ）等に資源化して利活用する取組を支援します。

　 ・事業主体　市町村
　 ・補助率　　  9/10

*取組を行う市町村数：松くい虫被害が確認されている全51市町村（2022年度）

18,000
（森林づくり県民税基金活用事業）

18,000 H30当初

53 （林務部-4）



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

17

[100204][100401][100404]

＾

信州の木活用課
森林づくり推進課 H31予算

18 県単独公共事業費
[100204][100401][100404]

信州の木活用課
森林づくり推進課 H31予算

19 直轄事業負担金

森林づくり推進課 H31予算 393,000387,000 H30当初

7,541,608 H30当初 7,888,808

森林の保全や、効率的な木材生産を推進するため、国の予算を活用した補助
公共事業（緊急対策分※を含む）を行います。

※防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成30年12月14日閣議決定）に基づく事業

国が進める飯田市松川入地区等における治山施設の整備等について、地元
自治体として負担金を支出します。

補助公共事業費
（一部再掲）

防災・減災のための森林整備や、小規模な荒廃山地の復旧などのため、県単
独の予算による事業を行います。

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業、森林づくり県民税基金活用事業）

601,532 H30当初 549,953

千円

千円

千円

千円601,532

300,184

291,088

10,260

予 算 額

造　林

計

区　分

林　道

治　山

千円387,000治　山

予 算 額区　分

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

予 算 額

17,141

894,411

7,541,608

82,000

2,481,092

795,270

4,242,509

うち緊急対策分

うち緊急対策分

うち緊急対策分

　治　山

　造　林

計

うち緊急対策分

区　分

　林　道 818,007

54 （林務部-5）


